
多能工育成に関する取組

建設業における生産性向上の取組として、複数の異なる作業を連続して
実施できる多能工（マルチクラフター）の活用が進められている。

多能工化によって、作業工程の中で工種の入替が発生しないことによる
工期の短縮、手戻りの縮小、人材の有効活用等が実現される。建設技能労
働者にとっては、能力を活かせる場が拡大し、適切な評価システムの下で、
取得した資格等に応じた給与・地位の向上が期待できる。

マルチクラフターのスキルはＯＪＴで身につけることが多いが、マルチクラフター育成コースを設けている教育
訓練施設（富士教育訓練センター（※））もある
※静岡県富士宮市の旧建設省・建設大学校跡地に開校した建設技術者・技能者の教育訓練施設（職業能力開発促進法に基づく職業訓練法人）

（例）
コース名：多能工育成コース（建築基礎多能工（１））
概要：建築工事に携わる技能者が対象。とび、仮設、鉄筋、鋼製下地・ボード貼り等を学
び、安全作業、作業間調整を行い他業種との連携ができる多能工として現場実務に携わ
る人材への成長を図る。

対象：初心者（実務経験０～１年）が対象
訓練日数：36日間
修了資格：
・技能講習：小型移動式クレーン運転、玉掛け
・特別教育：低圧電気取扱、自由研削といし、足場の組立て、墜落制止用器具（フルハーネス）
・安全教育：携帯用丸のこ盤作

建設業、運輸業（物流）、宿泊業などで、複数の異なる作業を連続して実施できる多能工の育成・確保に関する事例
が見られており、人手不足下において、省人化・工期縮減を通じた生産性向上に資するだけでなく、給与・地位向上も
期待される。

出所：国土交通白書2025、国土交通省「マルチクラフター（多能工）を育成しよう!」リーフレット、富士教育訓練センターHPより事務局で作成

建設産業は、若年の入職者が少なくなっており、また特に他産業と比べても高齢者の割合が高い産業構造となっていることから、中長期的な技能者の確保・
育成とともに、生産性を向上させることが必要です。その有効な対策の一つとして、以下のような利点が考えられるマルチクラフター（多能工）の活用があり
ます。
○工種の入替がないことによる工期の短縮、手戻りの縮小、人材の有効活用、コスト縮減
○一連の工事で同一の者を配置できることによる品質の向上、業務改善範囲の拡大等
○各企業における技能者の雇用の継続が促進されることで、外注が減少し、重層下請構造が解消 ＜国土交通省「マルチクラフター（多能工）を育成しよう!」リーフレット＞

資料５



事例①（建設）：多能工人材育成「躯体屋 JV」（ (株 )大林組）
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建設業界では、少子高齢化に伴う建設技能労働者の高齢化や、担い手不足、時間外労働の上限規制への的確な対応が
喫緊の課題となっている。

総合建設業を営む(株)大林組は、同社や調達先の社員が講師を務めとび工・鉄筋工・型枠工の育成を行う「大林組林友
会教育訓練校」の開校・運営をはじめ、多能工人材を育成する、「躯体屋JV」の組成等を通じ、建設技能労働者の育成環
境を整備に取り組んでいる。

「躯体屋JV」は2021年、とび・鉄筋・型枠業者により組成され、現在は４社が参画している。躯体屋JVでは、勉強会
の開催や、建設現場での実務研修を展開しており、現場に即した経験を積むことができる。また、職長クラスの人材を、
(株)大林組の建設現場へ出向させ、躯体工事一式として現場施工管理業務を経験してもらうことで、多能工組織の管理者
育成にも注力している。躯体屋JVには、これまででのべ14名が勉強会・実務研修に参加している。

出所：国土交通白書2025

マンション等の繰り返し工程がある物件において、従来はとび
工・鉄筋工・型枠大工の作業員数を増減させ、他工種と調整する
必要があったが、多能工化に取り組むことで調整の手間がなくな
り、作業員の無駄を削減することが期待される。

実際に、躯体屋JVに参画している(株)松居組では、多能工化を進
めることで工事の効率化を実現しており、同社が手掛けた工事に
多能工を活用することで、12人工（約４％）の削減を実現した。

１人で複数の工程をこなすことができる多能工人材を育成する
ことで、作業の引継ぎの際に手待ち時間が解消される。人材育成
に注力することで、現場で活躍できる人材の輩出が可能になり、
建設業が抱える担い手不足の解消につながることが期待される。



事例②（建設）：工藤建設株式会社

3出所：マルチクラフターの育成・活用事例集



事例③（建設）：株式会社マルチビルダー

4出所：マルチクラフターの育成・活用事例集



事例④（建設）：株式会社ＫＭユナイテッド

5出所：マルチクラフターの育成・活用事例集



事例⑤（物流）：多能工化の推進（丸吉ロジ株式会社）
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一般的に運輸会社で働くドライバーは「トラック乗車」が主な仕事。倉庫の作業会社で働く作業員は、入出荷

や加工などの「場内作業」が主な仕事。そのような中、丸吉ナビ株式会社は「マルチプレーヤー化」を推進。

例えば、倉庫作業員が、「場内の入出荷作業」「クレーンの運転」「トラックへの積み込み」「トラックの運

転」など、物流業務における様々な業務に対応できるようすることで、より生産性の高い物流現場を構築。

※ その他にも、「倉庫作業員が大型けん引免許を取得しトレーラーを運転する」「ドライバー自らがフォークリフトを運転し

鋼材を積み込む」「工場作業員が溶接免許を取得し加工業務に対応する」などを実現。

出所：丸吉ロジHPを基に事務局で作成

加えて、現業やドライバーリーダー職の職員

を中心に「輸送現場の立ち合いや打ち合わせ」

「現場工程の調整と人員配置の最終判断」「新

人ドライバーの教育指導」などの従来「管理

者」の仕事の範囲だった業務も担う。



事例⑥（宿泊）：マルチタスク化の推進（元湯 陣屋）
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情報共有と分権化で指示待ちからの脱却
宿泊業では、予約係→フロント→接客係→清掃係といった順番で情報が流れる。情報の上流部門は下流部門

に対して、情報に基づき業務指示をする。一方で、下流部門では業務指示を待ってから仕事を行う。情報の流
れのコントロールと業務指示が、オペレーションの効率性と品質に影響を与える。例えば、業務指示の漏れや
遅延などが発生すると、業務の停止や遅延をもたらすことになる。
これに対して陣屋では情報の共有化を進め、全ての従業員が情報にアクセスできるようになっている。従業

員は業務に必要な情報を自ら検索し、それに基づいて業務を行うことが求められている。情報共有化と分権化
により各従業員が管理職等からの指示を待つのではなく、自発的に情報を見て判断して行動するようになり、
従業員の自立性を促進する。従業員が自ら考え行動するので、複雑なマルチタスク運営が効果的に実現できる
ことになる。それにより、従業員の士気が高まるとともに、仕事を通じて人が育つ環境となっている。

出所：宿泊業の生産性向上事例集3

マルチタスク化で少人数体制によるオペレーションの実現
陣屋の業務分担は調理部門と接客部門からなっており、一般の施設のように機能別に細分化された組織体制
をとっていない。接客部門は、調理業務以外の業務をすべて担当するマルチタスク体制をとっている。
客室数が 18 室で従業員 40 人規模の組織であり、機能を細分化するとより多くの人員が必要になるととも

に、業務効率を悪化させることになる。

マルチタスク化は次のような効果が期待できる。
①業務機能別に人を固定にしないため少人数での運営が可能
②日々の稼働率の変動に対して柔軟な業務分担が可能
③全ての業務を担当できるので顧客のリクエストに各自が即座に対応可能
④スタッフの知識・経験・意識がアップするため人材育成のスピードと質
の向上
などである。

陣屋は経営改善前と比較し、現在は 3 分の 1 の従業員で運営できており、マルチタスク化による効果が大きい
ことがわかる。
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